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〇 一般対応費用の適用要件別件数及び占有率（平成24年9月～令和元年6月）〔筆者作成〕

合計

12件
89件
101件

注1．かっこ書きは、合計件数に対する占有率を示す。
2．裁判例はLEX/DBインターネット TKC法律情報データベ
ースから集計、裁決は国税不服審判所裁決要旨検索システ
ムから集計した（非公開裁決を含む。）。

「業務の
遂行上必要」
9件
36件
45件（44．6％）

「事業と直接関係」
「業務の遂行上必要」

3件
53件
56件（55．4％）

適用要件
訴訟の種類

裁判例
裁決
合計
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論壇
1

は
じ
め
に

個
人
事
業
主
の
必
要
経
費
算

入
の
可
否
を
巡
っ
て
は
、
こ
れ

ま
で
数
多
く
の
裁
判
例
、
裁
決

が
あ
っ
た
。
そ
の
中
で
も
特
に

著
名
な
訴
訟
が
、
標
題
に
も
記

載
し
た
い
わ
ゆ
る
仙
台
弁
護
士

会
役
員
事
件
で
あ
る
。
こ
の
訴

訟
は
、
弁
護
士
が
弁
護
士
会
等

の
役
員
と
し
て
、
そ
の
活
動
に

伴
っ
て
支
出
し
た
懇
親
会
費

用
、
二
次
会
費
用
、
香
典
、
弁

護
士
会
役
員
選
挙
費
用
等
が
、

そ
の
弁
護
士
の
事
業
所
得
の
計

算
上
、
必
要
経
費
に
算
入
で
き

る
か
否
か
と
い
う
こ
と
を
主
な

争
点
と
し
て
提
起
さ
れ
た
事
件

で
あ
る
。
第
一
審
ｉ
で
は
、
東

京
地
裁
平
成
23
年
8
月
9
日

に
、
上
記
の
費
用
の
全
て
が
必

要
経
費
と
し
て
認
定
さ
れ
ず
、

原
告
で
あ
る
弁
護
士
が
全
面
敗

訴
と
な
り
、
控
訴
審
ⅱ
で
は
、

東
京
高
裁
平
成
24
年
9
月
19
日

に
、
上
記
費
用
の
う
ち
懇
親
会

費
用
等
の
特
定
の
費
用
が
必
要

経
費
と
し
て
一
部
認
容
さ
れ
、

原
告
で
あ
る
弁
護
士
の
訴
え
が

一
部
認
め
ら
れ
た
。
そ
の
後
の

上
告
審
ⅲ
で
は
、
最
高
裁
平
成

26
年
1
月
17
日
第
二
小
法
廷
に

お
い
て
「
上
告
審
と
し
て
受
理

し
な
い
。」と
い
う
決
定
が
な
さ

れ
終
結
し
て
い
る
。

控
訴
審
で
あ
る
東
京
高
裁
平

成
24
年
9
月
19
日
判
決
は
、
個

人
事
業
主
の
必
要
経
費
算
入
の

可
否
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の

裁
判
例
と
は
異
な
っ
た
論
拠
・

結
論
を
示
し
て
い
る
と
い
う
点

で
、
士
業
の
必
要
経
費
算
入
の

可
否
判
定
を
巡
っ
て
の
大
変
画

期
的
な
判
決
で
あ
っ
た
と
い
え

る
。

2

問
題
の
所
在

こ
れ
ま
で
、
個
人
事
業
主
の

必
要
経
費
算
入
の
可
否
を
巡
る

訴
訟
、
裁
決
に
お
い
て
は
、
そ

の
ほ
と
ん
ど
が
所
得
税
法
第
37

条
に
係
る
適
用
要
件
（
こ
こ
で

は
判
断
基
準
と
は
い
わ
ず
、
あ

え
て
適
用
要
件
と
い
う
。）
の

解
釈
及
び
適
用
の
可
否
に
争
点

が
あ
っ
た
。

所
得
税
法
第
37
条
第
1
項
に

は
、
個
人
事
業
者
が
支
出
し
た

も
の
の
必
要
経
費
算
入
に
つ
い

て
、「
そ
の
年
分
の
不
動
産
所

得
の
金
額
、
事
業
所
得
の
金
額

又
は
雑
所
得
の
金
額
の
計
算
上

必
要
経
費
に
算
入
す
べ
き
金
額

は
、
別
段
の
定
め
が
あ
る
も
の

を
除
き
、
こ
れ
ら
の
所
得
の
総

収
入
金
額
に
係
る
売
上
原
価
そ

の
他
当
該
総
収
入
金
額
を
得
る

た
め
直
接
に
要
し
た
費
用
の
額

及
び
そ
の
年
に
お
け
る
販
売

費
、
一
般
管
理
費
そ
の
他
こ
れ

ら
の
所
得
を
生
ず
べ
き
業
務
に

つ
い
て
生
じ
た
費
用
の
額
と
す

る
。」（
か
っ
こ
書
き
を
省
略
、傍

線
及
び
網
か
け
は
筆
者
。
以
下

同
じ
。）と
、
必
要
経
費
算
入
の

た
め
の
適
用
要
件
と
そ
の
効
果

が
規
定
さ
れ
て
い
る
。そ
し
て
、

必
要
経
費
の
適
用
要
件
に
該
当

し
な
い
支
出
の
取
り
扱
い
と
し

て
、
所
得
税
法
第
37
条
の
別
段

の
定
め
で
あ
る
所
得
税
法
第
45

条
が「
家
事
費
」を
、所
得
税
法

第
45
条
の
委
任
規
定
と
し
て
所

得
税
法
施
行
令
第
96
条
が
「
家

事
関
連
費
」を
規
定
し
て
い
る
。

所
得
税
法
第
37
条
第
1
項
に

は
、
前
述
の
と
お
り
、
必
要
経

費
と
し
て
認
定
さ
れ
る
支
出
の

適
用
要
件
が
規
定
さ
れ
て
い
る

の
で
あ
る
が
、
一
般
的
に
、
同

条
第
1
項
の
前
段
に
規
定
さ
れ

て
い
る
「
総
収
入
金
額
に
係
る

売
上
原
価
そ
の
他
当
該
総
収
入

金
額
を
得
る
た
め
直
接
に
要
し

た
費
用
の
額
」
を
「
個
別
対
応

費
用
」ⅳ
と
呼
称
し
、
同
項
の

後
段
に
規
定
さ
れ
て
い
る
「
そ

の
年
に
お
け
る
販
売
費
、
一
般

管
理
費
そ
の
他
こ
れ
ら
の
所
得

を
生
ず
べ
き
業
務
に
つ
い
て
生

じ
た
費
用
の
額
」
を
「
一
般
対

応
費
用
（
＝
期
間
対
応
費

用
）」
ⅳ
と
呼
称
し
て
い
る
。

前
述
の
「
仙
台
弁
護
士
会
役

員
事
件
」
で
は
、「
個
別
対
応

費
用
」
が
争
点
と
な
っ
た
の
で

は
な
く
、
懇
親
会
費
等
の
「
一

般
対
応
費
用
（
＝
期
間
対
応
費

用
）」
の
必
要
経
費
算
入
の
可

否
が
争
点
と
な
っ
た
の
で
あ
る

が
、
地
裁
判
決
と
高
裁
判
決
で

は
、
必
要
経
費
算
入
の
た
め
の

適
用
要
件
の
設
定
の
仕
方
と
そ

の
解
釈
が
異
な
っ
て
い
た
た

め
、
全
く
正
反
対
の
結
論
が
判

示
さ
れ
た
。
ど
ち
ら
の
根
拠
と

結
論
が
妥
当
で
あ
る
の
か
を
検

討
す
る
の
が
、
一
つ
目
の
課
題

で
あ
る
。

そ
し
て
、
第
2
審
の
東
京
高

裁
平
成
24
年
9
月
19
日
判
決
の

後
、
上
告
審
の
最
高
裁
平
成
26

年
1
月
17
日
第
二
小
法
廷
に
お

い
て
は
、「
上
告
審
と
し
て
受

理
し
な
い
。」
と
い
う
決
定
が

な
さ
れ
終
結
し
た
。
こ
の
流
れ

か
ら
み
る
と
、
先
例
と
い
っ
て

も
い
い
第
2
審
の
東
京
高
裁
判

決
が
、
そ
の
後
の
裁
判
例
及
び

裁
決
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
及

ぼ
し
た
の
か
を
分
析
す
る
の

が
、
2
つ
目
の
課
題
で
あ
る
。

3

検
討
・
分
析

⑴

一
つ
目
の
課
題
（
適
用
要

件
の
設
定
、
適
用
要
件
の
解

釈
）に
つ
い
て
、検
討
す
る
。

上
述
の
と
お
り
、
所
得
税

法
第
37
条
第
1
項
前
段
の

「
個
別
対
応
費
用
」
に
つ
い

て
は
、「
総
収
入
金
額
に
係

る
売
上
原
価
そ
の
他
当
該
総

収
入
金
額
を
得
る
た
め
直
接

に
要
し
た
費
用
の
額
」
と
規

定
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
そ

の
適
用
要
件
と
し
て
、『
直

接
性
』
が
求
め
ら
れ
て
い
る

こ
と
に
論
争
は
な
い
。

一
方
、
同
項
後
段
の
「
一

般
対
応
費
用
（
＝
期
間
対
応

費
用
）」
に
つ
い
て
は
、「
そ

の
年
に
お
け
る
販
売
費
、
一

般
管
理
費
そ
の
他
こ
れ
ら
の

所
得
を
生
ず
べ
き
業
務
に
つ

い
て
生
じ
た
費
用
の
額
」
と

規
定
さ
れ
て
お
り
、
文
理
に

従
え
ば
、「
業
務
に
つ
い
て

生
じ
た
費
用
」
と
い
う
、
言

い
換
え
る
と
『
業
務
関
連
・

必
要
性
』（
＝
筆
者
）
の
み

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

仙
台
弁
護
士
会
役
員
事
件
の

東
京
地
裁
平
成
23
年
8
月
9

日
の
判
決
で
は
、「
〜
当
該

支
出
が
所
得
を
生
ず
べ
き
事

業
と
直
接
関
係
し
、
か
つ
、

当
該
業
務
の
遂
行
上
必
要
で

あ
る
こ
と
を
要
す
る
〜
」
と

判
示
さ
れ
、「
一
般
対
応
費

用
（
＝
期
間
対
応
費
用
）」

の
適
用
要
件
と
し
て
、「
個

別
対
応
費
用
」
の
適
用
要
件

で
あ
る
『
直
接
性
』
と
『
業

務
関
連
・
必
要
性
』
の
2
つ

の
要
件
で
必
要
経
費
性
を
判

定
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
ま

た
、
当
該
地
裁
判
決
以
前
の

裁
判
例
で
も
そ
の
多
く
が
、

同
様
な
判
断
を
し
て
い
る
。

こ
の
2
つ
の
要
件
で
判
断
す

る
と
い
う
こ
と
に
対
し
て

は
、
憲
法
第
84
条
の
租
税
法

律
主
義
の
要
請
を
根
拠
と
し

た
条
文
の
文
理
に
従
っ
た
解

釈
す
べ
き
と
い
う
観
点
か
ら

み
て
も
、
妥
当
で
は
な
い
と

い
え
る
。

ま
た
、
2
つ
の
要
件
で
判

断
す
る
と
い
う
見
解
は
、
所

得
税
法
第
45
条
及
び
所
得
税

法
施
行
令
第
96
条
の
「
家
事

費
」
及
び「
家
事
関
連
費
」と

「
一
般
対
応
費
用（
＝
期
間
対

応
費
用
）」を
明
確
に
区
分
す

る
た
め
に
『
直
接
性
』
と
い

う
要
件
を
付
加
し
て
い
る
と

の
根
拠
を
挙
げ
て
い
る
が
、

別
段
の
定
め
及
び
そ
の
委
任

規
定
か
ら
必
要
経
費
性
を
判

断
す
る
の
で
は
な
く
、
第
一

義
的
に
は
所
得
税
法
第
37
条

が
規
定
す
る
適
用
要
件
に
よ

っ
て
判
断
す
べ
き
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
、「
一
般
対

応
費
用
（
＝
期
間
対
応
費

用
）」
の
適
用
要
件
は
、『
業

務
関
連
・
必
要
性
』
の
1
つ

の
要
件
で
判
定
す
る
こ
と
が

妥
当
で
あ
る
と
考
え
る
。

⑵

二
つ
目
の
課
題
（
第
2
審

の
東
京
高
裁
判
決
後
の
裁
判

例
・
裁
決
の
傾
向
）
に
つ
い

て
、
分
析
す
る
。

仙
台
弁
護
士
会
役
員
事
件

の
第
2
審
で
あ
る
東
京
高
裁

判
決
は
、「
〜
あ
る
支
出
が

業
務
の
遂
行
上
必
要
な
も
の

で
あ
れ
ば
、
そ
の
業
務
と
関

連
す
る
も
の
で
も
あ
る
〜
」

と
判
示
し
て
い
る
よ
う
に
、

必
要
経
費
算
入
の
適
用
要
件

と
し
て
『
業
務
関
連
・
必
要

性
』
の
1
つ
の
要
件
で
判
定

し
た
。
先
例
と
も
い
え
る
東

京
高
裁
判
決
は
、
そ
の
後
の

裁
判
例
及
び
裁
決
に
ど
の
よ

う
な
影
響
を
及
ぼ
し
た
の

か
。
こ
の
傾
向
を
分
析
し
た

結
果
は
、
左
表
の
と
お
り
で

あ
る
。

4

お
わ
り
に

こ
れ
ま
で
筆
者
は
、
所
得
税

法
第
37
条
第
1
項
の
必
要
経
費

該
当
性
の
適
用
要
件
に
つ
い
て

は
、
第
一
義
的
に
文
理
に
従
っ

て
設
定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と

考
え
て
い
た
。
そ
の
観
点
か
ら

す
る
と
、
裁
判
例
及
び
多
数
説

が
「
一
般
対
応
費
用
（
＝
期
間

対
応
費
用
）」
の
適
用
要
件
に

『
直
接
性
』
を
付
加
す
る
こ
と

に
対
し
て
、
疑
問
を
感
じ
て
い

た
。こ

の
疑
問
に
つ
い
て
は
、
筆

者
な
り
に
結
論
を
導
き
出
し
た

が
、
仙
台
弁
護
士
会
役
員
事
件

の
東
京
高
裁
判
決
以
降
、
訴
訟

上
の
判
断
は
ど
う
い
う
傾
向
に

あ
る
の
か
は
分
か
ら
な
か
っ

た
。
今
回
、
そ
の
傾
向
を
分
析

し
た
結
果
、
適
用
要
件
と
し
て

文
理
に
従
い
、『
業
務
関
連
・

必
要
性
』
の
1
つ
の
要
件
を
使

っ
て
判
定
し
て
い
た
の
が
全
体

の
44
・
6
％
を
占
め
て
い
る
と

い
う
結
果
に
驚
い
て
い
る
。
今

後
、
こ
の
占
有
率
が
限
り
な
く

1
0
0
％
に
近
づ
く
の
を
期
待

し
た
い
。

ま
た
、
今
回
の
テ
ー
マ
に
関

し
、『
直
接
性
』
の
意
味
内
容
、

法
人
税
法
上
の
損
金
性
と
の
相

異
、
具
体
的
な
判
定
要
素
に
つ

い
て
更
に
研
究
し
て
い
き
た
い

と
思
う
。

以
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東
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年
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（
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号
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金
子
宏
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」（
弘
文
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0
1
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年
）
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1
6
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東
京
高
裁
平
成
24
年
9
月
19
日
判
決

（
仙
台
弁
護
士
会
役
員
事
件
）後
の
傾
向
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【上野】
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